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４年制大学における介護福祉士養成１７年を振り返って
藤 原 素 子※
１．は じ め に
本学の介護福祉士養成は１９９７年に開始し、
１７年目を迎える。この間カリキュラムの変更
が３回あり、厚生労働省の指導の下、さらに、
本学の４年制大学の教育方針に合わせて教育
展開を図ってきた。
しかし、社会的要因もあり、介護福祉士を
目指す学生が減少してきている現実がある。
開学時からの経過を振り返ることにより、介
護福祉士を目指す学生の減少の要因を検討し
ていきたい。なお、介護福祉士を目指す学生
の減少は本学に限ったことではなく、介護福
祉士養成課程の専門学校、短期大学、４年制
大学で言えることである。
本学の介護福祉士養成を軸に、変遷とその
要因、さらに今後の展望について検討してい
きたい。
方法は、文献・資料に対して考察を加えた
ものとする。
２．介護福祉士養成のはじまり
１９８７年に「社会福祉士及び介護福祉士法」
が制定され、１９８８年から介護福祉士養成が開
始となった。当初は１，５００時間のカリキュラ
ムで、内容は表１の通りである。
もちろん、介護福祉士資格が誕生する以前
に、家庭奉仕員の研修プログラム、特別養護
老人ホーム等の事業所による寮母等の研修プ
ログラムは存在していた。国家資格になった
ことで、系統的な教育カリキュラムによる養
成が開始となったのである。同時に、系統的
な教育カリキュラムを受ける機会のなかった
実務者に対し、３年の実務経験の後、国家試
験を受験し、資格を付与する道もできた。国
家試験の内容は、介護福祉士養成カリキュラ
ムに基づいて作成されている。
３．介護福祉士養成カリキュラムの変遷
１）１９８８年から２０００年の改正まで
介護福祉士養成開始当初は１，５００時間で展
開されていたが、２０００年には１，６５０時間に改
正されている。介護保険施行により、介護福
祉士の専門的内容がより強化されたと言える
だろう。
改正の変更点としては、専門科目の構成に
は大きな変化はないが、以下のような特質が
ある。
①「レクリエーション指導法」が「レクリ
エーション活動援助法」に名称変更となっ
ている。
②「医学一般」が６０時間から９０時間に増加
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人文科学系，社会科学系，自然科
学系，外国語又は保健体育のうち
から４科目
１２０
専
門
科
目
社会福祉概論（講義） ６０ 年金，医療保険及び公的扶助の概論を含む。
老人福祉論（講義） ３０
障害者福祉論（講義） ３０
リハビリテーション論（講義） ３０ 社会的リハビリテーションを中心とする。
社会福祉援助技術（講義） ３０
社会福祉援助技術（演習） ３０
レクリエーション指導法（演習） ６０
老人・障害者の心理（講義） ６０
家政学概論（講義） ３０ 栄養，調理，被服及び住居の基礎知識について教授すること。
栄養・調理（講義） ３０ 食品衛生を含む。
家政学実習（実習） ９０ 栄養及び調理並びに被服及び住居をおおむね４５時間ずつ教授すること。
医学一般（講義） ６０ 人体の構造及び機能並びに公衆衛生の基礎知識並びに医療法規につい
て教授すること。
精神衛生（講義） ３０
介護概論（講義） ６０ 介護の概念，職業倫理，看護及び地域保健等他分野との調整並びに介
護技術の基礎知識について教授すること。
介護技術（演習） １２０ 介護機器の操作法を含む。
障害形態別介護技術（演習） １２０ 老人介護及び障害者介護（点字，手話及び盲人歩行を含む。）につい
て教授すること。
実
習
介護実習（実習） ４５０ 施設介護実習を原則とするが，１割程度は在宅介護実習としても可と
する。
実習指導（演習） ６０
合
計 １５００
教育内容 時間数 備考
基
礎
分
野
人間とその生活の理解 １２０ 専門分野の基礎となる教育内容について教授すること。
人権尊重に関することを含むこと。
専
門
分
野
社会福祉概論（講義） ６０ 年金，医療保険，公的扶助及び介護保険制度の概論を含むこと。
老人福祉論（講義） ６０ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に関することを含むこと。
障害者福祉論（講義） ３０
リハビリテーション論（講義） ３０ 日常生活の自立支援及び生活の能力の維持向上の支援を中心とするこ
と。
社会福祉援助技術（講義） ３０ 介護保険法に規定する居宅サービス計画及び施設サービス計画に関す
ることを含むこと。
社会福祉援助技術演習（演習） ３０
レクリエーション活動援助法（演習） ６０
老人・障害者の心理（講義） ６０
家政学概論（講義） ６０ 老人及び障害者並びにそれらの家族の家庭生活の支援に必要な栄養，
調理，被服及び住居の基礎知識について教授すること。
家政学実習（実習） ９０
医学一般（講義） ９０ 介護を行うのに必要な人体の構造及び機能並びに公衆衛生の基礎知識
並びに医療法規について教授すること。
精神保健（講義） ３０ 精神障害者の福祉に関することを含むこと。
介護概論（講義） ６０ 保健医療等他分野との連携，職業倫理及び人権の尊重に関することを
含むこと。
介護技術（演習） １５０ コミュニケーションの技法並びに住宅設備機器及び福祉用具の活用法
を含むこと。
形態別介護技術（演習） １５０ 知的障害者及び精神障害者の介護並びに居宅における介護に関するこ
とを含むこと。
実
習
介護実習（実習） ４５０
実習指導（演習） ９０ 事例研究を含むこと。
合
計 １６５０
表１ 介護福祉士養成施設カリキュラム（１９８８～１９９９年度） （資料１）より引用）
資料：「社会福祉士介護福祉士学校職業訓練校等養成施設指定規則」（昭和６２年厚生省令第５０号）
表２ 介護福祉士養成教育１６５０時間カリキュラム （資料１）より引用）
資料：「社会福祉士介護福祉士学校職業能力開発校等養成施設規則の一部を改正する省令」（平成１１年厚生省令第８９号）
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した。
③「介護技術」「形態別介護技術」（「障害
形態別介護技術」より名称変更）「実習
指導」が各３０時間増加し、それぞれの科
目で介護過程の展開が強化されるように
なった。
④「介護実習」「介護実習指導」の担当教
員は、介護福祉士、保健師、助産師、看
護師の実務経験５年以上の者及び、「社
会福祉援助技術」担当者となった。
⑤介護系教員のうち１人以上は介護福祉士
であること。
２）介護教員講習会の開始
２００３年より養成教育の質の向上を図るため
介護教員講習会が開始となった。
専門分野７科目１５０時間、基礎分野・専門
基礎分野（教育学を中心とした分野）１５０時
間である。基礎分野・専門基礎分野は既修単
位で読み替えができるが、専門分野１５０時間
は必ず受講しなければならない。これにより、
初めて介護教員の体系的な資質・教育能力の
向上が図られた。
３）２００８年のカリキュラムの改定
２００６年に「介護福祉士のあり方及びその養
成プロセスの見直し等に関する検討会」が厚
生労働省に設置され、教育内容の見直しが検
討された。それにより「人間と社会」「介護」
「こころとからだのしくみ」の３領域に再編
され、１，８００時間となった。さらに、すべて
のルート（介護福祉士養成校、実務経験者、
高校の福祉科）において、国家試験を受験す
ることとなった。
２００８年のカリキュラム改訂は、専門職とし
て前進した部分と、今まで築き上げてきた学
領域 教育内容 時間数
人間と社会 人間の尊厳と自立 ３０以上
人間関係とコミュニケーション ３０以上
社会の理解 ６０以上
人間と社会に関する選択科目
小計 ２４０
介護 介護の基本 １８０
コミュニケーション技術 ６０
生活支援技術 ３００
介護過程 １５０
介護総合演習 １２０
介護実習 ４５０
小計 １２６０
こころとからだのしくみ 発達と老化の理解 ６０
認知症の理解 ６０
障害の理解 ６０
こころとからだのしくみ １２０
小計 ３００
合計 １８００
表３ 養成施設ルート１８００時間課程 （資料１）より引用）
資料：「社会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令」（平成２０年厚生労働省令第４２号）
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問体系が不明確になった部分がある。専門職
として前進した部分は、実習施設の要件が、
特に実習施設・事業（Ⅱ）では、実習施設の職
員構成の中で介護福祉士が介護職員の３割を
超えていること、実習を担当する介護福祉士
が実習指導者講習会を受講することとなった。
学問体系が不明確となった点では、領域
「介護」１，２６０時間が、介護の基本１８０時間、
生活支援技術３００時間というように大きなく
くりとなり、今まで明確にしていた「家政学」
「リハビリテーション」「レクリエーション」
等の要素が不明確になったのである。その分
養成校の裁量に任されていると言えるが、介
護福祉学の体系が見えにくくなったのも事実
である。
４）医療的ケアの導入
介護を必要とする利用者の中には吸引・経
管栄養など常時医行為による支援を必要とす
る人がいる。これまで例外として実施されて
いたものが、生活支援の一環として介護職に
求められる社会的状況ができつつあった。２０１１
年に社会福祉士及び介護福祉士法の一部が改
正され、介護福祉士が医療的ケアの基本研修
（５０時間の講義と指定された演習）と実地研
修を行うことにより、喀痰吸引・経管栄養が
実施できるようになった。介護福祉士の養成
カリキュラムの中にも、医療的ケア５０時間と
演習が組み込まれるようになった。
以上の通りカリキュラムの変遷を述べてき
たが、このことが介護福祉士の専門性の向上
に寄与してきたかはまだ判断できる段階では
ない。ただ、カリキュラムの変遷をたどる中
で課題も見えてきた。
一つは、２００８年のカリキュラムの変更が要
因かどうかは別として、養成校に入学する学
生が減少してきていることである。２００８年の
カリキュラム変更をすべてのルートで国家試
験を受けることとし「一元化」と称している。
しかし、国家試験を受ける受験資格の要件が
大きなばらつきがあり、学歴・教育研修期間・
教育者の要件・実習指導者の要件が不均衡に
なっている。それにより介護福祉士養成校で
学ぶ意義が不明確になったと言える。
二つ目は、医療的ケアの導入が、介護福祉
士の専門性の形成にどういう役割を果たすか
である。
４．４年制課程の介護福祉士教育を
求める学生の動向
１）本学における入学生の動向
１９９７年に女子大学として４年制の介護福祉
士養成課程を開設したが、全国的に見ても７
校目の開設であった。定員８０名で募集し、高
い倍率ではないが選別できる状況であった。
介護保険法が成立し、２０００年の施行に向け
て介護福祉士が脚光を浴びたのも事実である。
２０００年からは大学の方針として男子学生も受
け入れることとなった。
卒業生の状況からみると、２００７年入学生ま
では８０名定員を満たす入学生は確保されてい
る。２００８年入学生は減少し、定員を満たすこ
とができない。以後減少傾向が続く。
大学においても学科の再編が行われ、２００９
年より介護福祉学科から地域福祉学科介護福
祉コースへ変更となり、定員も実情に合わせ
て４０名となった。しかしながら、介護福祉教
育を目指す学生数は定員を満たすことができ
ない現状は続いている。
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２）介護福祉士養成校の課題
介護福祉士資格取得には大きく３つのルー
トに分かれるが、実務経験を経て国家試験を
受験して資格を取得する人（高校の福祉科を
含む）の割合が年々増加している。これは養
成校ルートの主体である２年制専門学校を含
めて、介護福祉士養成校への入学生が減少し
ていることが大きく影響している。
介護福祉士養成校の推移３）をみると、定員
数は２００６年をピークとして、課程数は２００８年
をピークとして減少してきている。養成校の
卒業生も２００１年～２００７年では１８，０００人～
２０，０００人を輩出しているが、２００８年からは
１６，０００人台を最後に減少してきている。２０１０
年には一時１０，０００人台に落ち込んだ。
これに対し、２年制の養成校及び短期大学
に対しては、離職者訓練制度を導入している。
それにより辛うじて定員不足を補っているの
が現状であるが、入学生の回復には至ってい
ない。４年制大学でも同様に入学生は減少し、
廃課にする大学も出てきている。
学生数の減少に対し様々な意見があるが、
要因に対する適切な分析がなされず、対応策
のみが検討され、根本的な解決が図れないで
いるのが現状である。
入学生が減少し始めた時期からみると、介
護福祉士養成カリキュラムの変更、マスコミ
による介護職に対するアナウンス効果、高校
生数の減少など、様々な要因が考えられる。
５．本学における４年制介護福祉教育の意義
介護福祉士養成を開始した当初から、介護
福祉学の構成要素を考え、社会福祉学を基盤
として、生活支援の具体的実践者としての専
門性を検討してきた。４年制大学教育に求め
られる内容を以下のように考えた。
１）介護福祉学自体に多様な要素を含み、大
学教育で行うのに相応しい内容である
生活支援と言うが、生活は大変幅が広く、
昭和６３年４月 平成元年４月 ２年４月 ３年４月 ４年４月 ５年４月 ６年４月
養成施設数 ２４ ７４ ９９ １１５ １３１ １４２ １５６
課 程 数 ２５ ７６ １０１ １１９ １３７ １５１ １６９
入 学 定 員 １，２３８ ３，６５７ ４，８０７ ５，７２７ ６，６８８ ７，８２６ ９，１５２
７年４月 ８年４月 ９年４月 １０年４月 １１年４月 １２年４月 １３年４月
養成施設数 １７５ ２１４ ２５３ ２９０ ３２２ ３３９ ３５４
課 程 数 １９４ ２４２ ２９１ ３３３ ３６９ ３９０ ４０９
入 学 定 員 １０，７９３ １３，９３６ １７，０５６ １９，７０６ ２１，６７６ ２２，８８６ ２４，０６９
１４年４月 １５年４月 １６年４月 １７年４月 １８年４月 １９年４月 ２０年４月
養成施設数 ３７８ ３８４ ３８９ ４０２ ４０９ ４２３ ４３４
課 程 数 ４４７ ４５９ ４６５ ４７８ ４８７ ５００ ５０７
入 学 定 員 ２５，６９９ ２６，１２２ ２６，３６６ ２６，８１０ ２７，１０５ ２６，６７８ ２５，４０７
２１年４月 ２２年４月 ２３年４月
養成施設数 ４２２ ３９６ ３８３
課 程 数 ４８７ ４５１ ４３１
入 学 定 員 ２２，７６１ ２０，８９２ １９，９０８
表４ 介護福祉士養成施設・入学定員の推移 （資料３）より引用）
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支援者としての人間理解・生活理解・人間関
係形成等、幅広い知識と知識・技術の活用を
必要とする。また、基盤となる社会福祉の多
方面の理解も重要である。
開学当初のカリキュラムでは、介護福祉学
科・生活福祉学科の二つの学科があり、相互
に学ぶ内容になっていた。例えば、「社会福
祉原論」「介護概論」「老人福祉論」などは同
時に展開し、両学科の共通基盤として学ぶよ
うになっていた。
また、教員免許は、中学校・高等学校の
「家庭科」の免許が取得できるのが特徴であっ
た。生活を中心に据えて福祉を考えることが
共通認識となっていた。教員も、建築学担当
の教員もおり、福祉環境の理解も重視されて
いた。
後に、介護福祉専門教育は単独で行うこと
の指示が厳密となり、他学科と同時に学ぶ機
会が少なくなったのは残念である。
２）介護福祉士の社会的地位の向上を目指す
大学卒業の介護福祉士の出現により、介護
福祉士の社会的地位の向上が考えられるが、
しかし、これは特に強く打ち出すものではな
い。前項で述べたように、大学教育による人
間性の涵養、生活理解の深さ、社会福祉の基
盤の強化による介護福祉士の資質の強化が重
要と言える。それにより、将来的な社会的地
位の向上が図られることを願うものである。
３）他資格の付与
４年制の介護福祉士養成では、常に社会福
祉士とのダブルライセンスが必要か話題とな
る。介護福祉士資格だけでも十分大学教育に
相応しいと言えるが、社会的な受け止め方は
まだ十分ではない。
卒業生を送り出した後の１０年後の調査５）で
は、大学に進学した理由に、社会福祉士の受
験資格と介護福祉士の両方の資格が取得でき
ることを理由に挙げたのが多かった。
また、「家庭科」教員免許が取得できるの
も大切である。介護福祉が専門職だけのもの
ではなく、人間生活の中で誰もが関わること
として「家庭科」の中で学んでいくことは重
要である。
４）介護福祉を学ぶことによる卒業後の生活
への影響
介護福祉学科を卒業したからとはいえ、必
ずしも福祉の仕事に就くわけではない。しか
し、仲間と学んだ介護技術、介護実習による
利用者との関わり合い、介護職員の姿勢など、
そこから学んだ意義は大きいものがある。
以上が大学教育の意義と考えるが、２００８年
から発足した介護福祉士養成大学連絡協議会
の中には、専門学校との差別化を強調する意
見も見られた。筆者の考えでは、４年制大学
出身だから特別な資格が得られるのではなく、
介護福祉教育全体の質の向上を目指すことが
重要と考える。
看護師教育においても３年制の専門学校出
身者も４年制大学出身者も看護師という国家
資格に差別化はない。しかし、全体の教育内
容を充実させることにより、現在の看護師教
育では４年制大学が主流となってきている。
介護福祉士教育においても、専門学校を含
めて、養成校による教育を充実させることが
重要であり、共に歩みスタンダードを築くこ
とが必要である。
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６．４年制大学で学ぶことにより
「介護福祉」に対する意識は変わ
るのか
卒業生の進路４）をみると就職率は９０～１００％
を示しており、その中で医療福祉関係就職者
数は、２００１～２００７年までは８０～９０％を示して
いる。最も高い時は２００３年の９３．７％、２００５年
の９３．２％である。卒業生動向調査５）では、最
初の就職では７７％が介護職員として勤務して
いる。同調査の中で、４割の卒業生は離職又
は転職しているが、６割の卒業生は同じ職場
又は同じ法人内での異動である。この結果か
らも介護職に就く割合は高く、また継続して
福祉職として勤務していると言えるだろう。
また、退職・転職した人の内、再就職の職種
として、介護職員が３６％、相談員が２２％となっ
ており、半数以上が福祉職を継続している。
【母数１２０】
介護職員 ９３（７７％）
相談員（ソーシャルワーカー） ３（３％）
高校教員 ４（３％）
事務職員 ２（２％）
経営者、役員 ０
管理職 １（１％）
その他 １６（１３％）
無回答 １（１％）
【母数１２０】
①同じ勤め先のまま ５５（４６％）
②転職した ２６（２２％）
③退職した ２１（１８％）
④法人内で異動があった １６（１３％）
無回答 １（１％）
【転職・退職・法人内での異動があった人のみの回答・母数６３】
介護職員 ２０（３１％）
相談員（ソーシャルワーカー） １２（１９％）
高校教員 ２（３％）
事務職員 ４（６％）
管理職 ２（３％）
その他 １４（２２％） 介護員と相談員、ケアマネを兼務
介護支援専門員（ケアマネ） ４
PT
児童指導員
社会福祉士
生活支援員
中学校補助講師
販売員
記述なし ３
無回答 １０（１６％）
表５ 卒業後の最初の職種
（資料５）介護福祉学科卒業生動向調
査より）
表６ 最初の勤め先の変更 （資料５）より）
表７ 転職・退職・異動後の現在の職種 （資料５）より）
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この結果から、卒業生が介護福祉職に価値
を見出していることがわかる。
就職状況についてさらに説明すると、２００８
年に福祉・医療職への就職が５８．３％、２０１３年
に同じく５８．３％の落ち込みがある。これは学
科編成の変更が影響していると思われる。２００８
年の卒業生では、介護福祉学科の中に地域ケ
アコースが誕生し、介護福祉士の資格を取得
せずに卒業する制度ができた。これにより、
資格を取得せずに退学する道を避けることが
できたが、同時に福祉職への就職は減少した。
また、２０１３年の卒業生は学科再編により、介
護福祉学科から地域福祉学科介護福祉コース
に変更になったため、地域福祉学科の中で介
護福祉士資格を取得する割合が減少したこと
も考えられる。
就職状況からみると、進学の時点で介護を
学ぶ意識が強いことと、卒業後も介護職を続
けていることは、４年制大学として介護福祉
士に意義を見いだせたと考える。
職業に貴賤はないとはいえ、介護職が下働
きの仕事という社会的イメージはいまだ払拭
できたとは言えない。しかし、人間尊重、自
己決定を支援するある意味で難しい仕事に、
意欲をもって取り組み、意義を見出している
卒業生がいることも確かである。
７．今後の展望
介護福祉士を目指す入学生が減少している
現状ではあるが、介護福祉を学びたいと言う
学生は存在し、卒業後も介護職に就くことを
願う学生はいる。今は耐える時かもしれない。
介護福祉士養成校を卒業した介護福祉士の価
値が正当に認められる社会を構築していくこ
とが重要である。
（公社）日本介護福祉士養成施設協会が行っ
た離職者訓練制度を通して介護福祉士養成課
程で訓練を受けた修了生の調査７）では、人権
擁護、職業倫理、基本的な介護技術では高い
評価を得ている。逆に不得手の面は、制度理
解である。また、看取りケア・医療との連携
体制についても評価は低い。これは、調査対
象が就労後１～２年の修了生であるため、実
践面での制度理解、医療との連携について経
験不足の面も考えられる。今後仕事を続けな
がら成長することは考えられる。成長できる
素地をどう作るかが必要とされる。
専門職である以上、一定の教育期間、統一
試験が重要であるが、介護福祉士の場合、両
方を兼ね備えた制度になっていないのが課題
となっている。現在、介護福祉士養成校では
国家試験免除の方策がとられているが、国家
試験受験の前提条件が調整できていない以上、
やむを得ない状況である。制度論議の中で、
実務経験ルートと養成校ルートが相互に非難
しあうことがあるが、不毛の論議に思えて仕
方がない。それぞれに尊重する意見が出され、
その中で専門職意識を高め、より良い制度設
計の議論がなされることを願うものである。
新しい方向性として、２０１４年３月に行われ
た日本介護福祉学会北海道地区講座において、
２題の介護実践報告が行われ、そこから学ぶ
ことが多くあった。それぞれに中堅介護管理
者として、チームを見据え、地域連携をとら
え、介護職員の育成、他職種との連携をとら
え、何よりも利用者の力を引き出す内容になっ
ており、介護福祉の目指すことが含まれてい
た。さらに、実践の過程を論拠を持って説明
し、伝える力を持っていた。このように利用
者及び家族に信頼される実践報告をより多く
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の人に伝えていくことが重要と考える。実際
にその能力を有し、活動している介護福祉士
が多く存在するのである。４年制大学の役割
として、介護実践を論拠に介護福祉学の構築
を進めていくことであろう。
介護福祉士養成校への入学生の減少を、カ
リキュラムの変更等と関連付けて述べてきた
が、実際は国の制度設計が大きく影響してい
る。２００６年に介護報酬の引き下げが２度にわ
たって行われ、それによって介護職離れが加
速したと言われている。社会保障費の抑制が
もたらした影響は大きい。様々な対策がなさ
れ、かろうじて介護職の報酬の改善がされて
きたが、２０１５年度に９年ぶりに介護報酬の引
き下げが行われることになった。介護職には
月額加算が認められるようであるが、事業所
の経営状況により楽観視はできない。介護福
祉士の意見が制度に反映されることも必要で
あろう。
介護福祉士が専門職として尊重され、自立
的に社会に見解を述べ、発信していく職業集
団になることが必要であろう。介護福祉士養
成を通し、素晴らしい介護福祉の実践者に出
会ってきたが、謙虚な方が多くなかなか社会
に伝わっていかない。４年制大学としては、
介護の実践過程を言語化し、理論化する役割
をまだまだ行っていかなければならない。
最後に、人間の存在する意義は自尊心にあ
ると考える。介護ケアの実践において人間の
尊厳を守ることが最も重視されることである。
介護福祉士養成の経過をたどると、発足時当
初は新たな専門職として期待と誇りを持って
資格取得を進めてきたが、２００８年のカリキュ
ラム変更では、国家試験受験資格要件の不均
衡さに介護福祉士養成校における教育の尊厳
が傷つけられることとなった。それでも優秀
な介護福祉士を育成しようと専門学校、４年
制大学とも努力を重ねている。活躍する卒業
生を多く送り出している介護福祉士養成校に
対し、その尊厳を守るべき介護福祉士制度が
構築されなければ、養成校への入学生の増加
は望めないであろう。
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